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特集／アジア・中東における「伝統」・環境・公共性
セッション 1：「伝統」、共同体、環境と公共性
北インドにおける村落共同利用地、水、森林、1803-2006 年
─持続可能な環境文化からの教訓
デリー大学レディー・シュリー・ラーム校経済学部元教授　
ミノーティー・チャクラヴァールティ＝カーウル
　本報告は、北インドにおいて、伝統的な土地利用や所有権がいかに村民や遊
牧民を支えたかを究明し、それらの制度から、持続可能な環境文化をいかに形
成できるかの教訓を導きだそうとするものである。これらの制度を貫く原理は、
補完性である。土地と居住地の補完的利用のために、自治や自己組織などがも
たらされた。これらの制度を、我々は歴史的アプローチで究明したい。
　1978 年に、デリーの北西にある一つの村、Kanjhawala 村の農民が、こ
の村の村落共同利用地から 123 エーカーを他の村の土地無し階層に分配した
デリー市当局に議会の外で抗議して、逮捕された。この抗議行動は、その村
Ladpur 村でも、行われた。この村は、私は後に、Kanjhawala 村とは双子の
村であることを知った。インドのメディアの常として、新聞は階級とカースト
にかかわる対立として報道した。私の研究は、こうした即席の分析が間違いで
あることを示すとともに、村落社会を西欧の前封建制的な存在と見下す歴史学
や経済学の主流的見解の間違いを明らかにする。こうした考えの延長として、
共同体の伝統的な役割は、後進性の指標をなすと見なされている。
　Kanjhawala 村の出来事は、村落共同体も村落による村落共同利用地・水・
森林地の統制も、歴史として記述されてこなかったことを示した。研究の結果、
私は、Kanjhawala 村は単に自己の共同資源を 800 年にわたって自ら組織した
統制をしっかりと行っていたことを誇れるだけでなく、Bisagama 権とよばれ
る共同的な制度によって、20 村の一群を率いて 20 世紀に至るまでもこれらの
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村による共同資源管理を行っていたことを明らかにした。
　過去 30 年間の私の研究は、次の二組の一次史料に依拠している。
　1．Bisagama の個々の村については、Shajra Nasb（家系譜と村落の生活史）
と Wajib-ul-arz（村落行政文書）および、個々の森林や村に関する森林査定と
行政報告書である。後者は 1806 年までさかのぼり、以前の Sher Shah Suri
の徴税記録や村落に出されたムガルの憲章を含んでいる。
　2．大パンジャーブの 31 の県については、イギリスの地税査定報告書、パ
ンジャーブ中央法廷の訴訟事案の紛争報告（1867–1947 年）、インド政庁およ
びパンジャーブ政府の地税及び司法省のプロシーディングである。
　これらの研究史料の総合から、北インド―インダス川とヤムナ川、北西ヒ
マラヤと南西に延びる砂漠（ラージャスターンの砂漠生態を除いて）との間の、
6 つの川のシステム（doabs）―は、自然的および人工的な不確定性にさら
され、その結果、土地や降水量、森林資源に依存する人々の生活を大きなリス
クにさらすことになっていたことが分かる。こうした条件のもとでの生存のた
めに、分散した短期休閑地と定着農業のための牧草地として利用するまとまっ
た長期休閑地とが結合され、他方、荒蕪地や森林は、放牧移動する生活スタイ
ルに必要な、牧畜民のための長期休閑地として利用される。
　農業と牧畜の活動とは規模の経済において差異があるため、資源利用の集約
度も異なる。定着農耕村落の中では資源利用の面で集団的なネットワーキング
が必要である。定着村落は、食糧を耕作する一方で、家畜保有者をも受け入れる。
家畜保有者は、定着農耕者とは異なった規模と季節的な集約度の資源利用が必
要で、そのために、開放性のコモンズでの放牧のみならず山地の森林での放牧
のために、移動牧畜が必要となる。放牧者と定着者との利害は、補完的である。
この形態は、第一に、定着村落共同体が、土地・水・放牧地を彼ら自身が使用
したり、受け入れる季節的家畜移動民が使うための規則となる、季節的な利用
慣習を作ることによって維持された。第二に、牧畜民が、放牧地を探す移動を
定着民の農業季節と調整するために定着民とともに作り出した諸規則や、第三
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に農業と牧畜の両共同体が、取引費用の効率化の原則を基づいて合意した全体
の制度も、維持に貢献した。この経費の効率性は、貨幣的な利益よりも、リス
ク・シェアリングと耐不確実性が特徴である。その本当の価値は、飢饉、洪水、
地震などの経済的な苦難の決定的な時期に一番明らかとなる。
　19 世紀の末には、この制度に対する外部からの影響と要求が現れる。人口
増大、灌漑水路や鉄道などの技術的変化、市場や近代的な法制度がそれである。
今までの制度はこれに対応しなくてはならず、その対応の過程は、環境文化の
基礎である信頼と相互性の道徳基準の変化と、商業的な交換価値の採用を意味
した。
　20 世紀の末には、国民国家やグローバリゼーションが、もっと大きな介入
をひきおこした。これらは、自然に依存する共同体が生き残ることへの脅威と
なっているだけでなく、共同体間の関係も壊しつつある。こうした文脈で、今
も生き残っている持続的な環境文化を生き返らせたり、おそらく新たなものを
作りだすために、過去からどのような教訓が利用できるであろうか。本報告で
は、環境文化の中で資源利用を統制する制度は、補完性、自己組織、自治を基
礎としなくてはならないと主張したい。
